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１．はじめに
1.1　研究の背景と目的
近年，移民政策と外国人労働者の受け入れ拡大の
議論が広がっている。「1993年の制度設立以降，外
国人技能実習制度が重ねてきたいくつもの制度改正
の１つである。これまでも技能実習制度について，
利用範囲の拡大と受け入れ人数の増大にともない，
制度と利用実態の間の懸隔が大きくなって，多くの
問題が発生していることは周知の事実であろう。し
かしながら，その発生している問題を考察する際に
重要な，技能実習生に関する基本的な実態が容易に
つかめなかった指摘がある（上林 2015：161）。」
産経新聞（2018）によれば，「安倍晋三首相は，
29日の衆院本会議で，外国人労働者の受け入れ拡大
に向けた入管難民法改正案に関し「政府としては，
いわゆる移民政策をとることは考えていない」と述
べた。立憲民主党の枝野幸男代表の代表質問に答え
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近年，移民政策と外国人労働者の受け入れ拡大の議論が広がっている。安部首相は，今後，外国人労働者の
労働環境の改善や日本語教育の充実などに取り組んでいく考えも示した。外国人の受け入れ拡大に向けた入
国管理改正案で野党は技能実習生の失踪理由に関する法務省の調査結果に不備が見つかった問題を批判した。
1993年の制度設立以降，外国人技能実習制度が重ねてきたいくつもの制度改正の１つである。これまでも技
能実習制度について，利用範囲の拡大と受け入れ人数の増大にともない，制度と利用実態の間の懸隔が大きく
なって，多くの問題が発生していることは周知の事実であろう。しかしながら，その発生している問題を考察
する際に重要な，技能実習生に関する基本的な実態が容易につかめなかった。
以上の問題意識を背景としながら，本研究では，外国人技能実習制度の背景・経緯とカンボジア人技能実習
生の状況を紹介し，三重県における建設業分野のカンボジア人技能実習生に焦点をあてる。彼らの生活実態を
明らかにするために，三重県で2017年７月16日から23日まで参与観察した。調査の結果，来日前に送り出し
機関と受け入れ企業は，労働時間制限の説明がなかったことや，日本語に関する専門用語を教えなく，日本で
働きたい人は，観光の目的で来日しその後失踪，政治亡命の理由で難民申請したものの，ブローカーや失踪者
の勧誘でカンボジア技能実習生４人が失踪したことがわかった。外国人技能実習生の労働環境の改善や日本語
教育の充実，失踪予防のため，本研究の３つの政策提言は，①来日前に仕事内容を説明すること，②日本語に
関する専門用語を教えること，③観光の目的で来日後失踪者が多い国を厳格化し，政治亡命の理由による難民
申請を見送り，難民申請の目的で不法就労防止を呼びかけることである。
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た。首相は，受け入れ拡大は「深刻な人手不足に対
応するため，真に必要な業種に限り一定の専門性技
能を有し即戦力となる外国人材を期限を付して，わ
が国に受け入れようとするものだ」と説明し，移民
政策ではないと強調した。今後，外国人労働者の労
働環境の改善や日本語教育の充実などに取り組んで
いく考えも示した。」
また，日本経済新聞（2018）によれば ,「外国人
の受け入れ拡大に向けた出入国管理法改正案を巡
り，現行の外国人技能実習制度で与野党が対立して
いる。野党は技能実習生の失踪理由に関する法務省
の調査結果に不備が見つかった問題を批判した。」
東京新聞（2018）によれば，「失踪した実習生に対
する調査を巡っては，法務省は当初，聴取を受けた
二千八百余人の約87％が「より高い賃金を求めて」
失踪したと説明していたが，後に約67％に訂正し
た。個々人の聞き取り結果を記した「聴取票」には、
失踪理由の選択肢に「低賃金」「契約賃金以下」「最
低賃金以下」などが並び ,「より高い賃金を求めて」
という選択肢はなかった。」
以上の問題意識から ,本研究では外国人技能実習
制度の背景・経緯とカンボジア人技能実習生の状況
を紹介し，三重県における建設業分野のカンボジア
人技能実習生の生活実態を検討し，カンボジア人技
能実習生の事例をもとに，外国人労働者の労働環境
や日本語教育，失踪理由を明らかにし，政策提言を
行うことを目的とする。
1.2 先行研究
外国人技能実習生の生活に関する研究には，上林
（2015）は，外国人技能実習制度の問題と技能実習
生の実態，技能実習生の属性と母国での就業状況，
技能実習生の出身階層と母国での位置づけ，技能実
習生の技能習得意欲と職場への不満，いくつかの生
活上の困難などを明らかにした。
また，守屋（2010）は，外国人研修生・技能実習
制度の研究では，中国に帰った研修生についてのオ
リシナルの聞き取り調査に基つき，研修生は，来日
前の手続き，来日後の働く状況と外国人研修・技能
実習制度についての意見を研修生の立場から分析し
た。調査対象は，中国に帰った研修生・技能実習生
である。調査期間は，2008年８月から2009年８月
までである。調査方法は電話で聞き取りである。質
問項目は基本属性，受入れ手続き，受入れ企業の基
本情報，給料，残業，衣食住状況，働き場環境，収
入，能力修得，厚生年金，感想などの調査を実施し
た。
しかしながら，今までカンボジア人技能実習生の
生活実態に関する研究は，ほとんど無い。特に，受
け入れ企業と外国人技能実習生の間で外国人技能実
習生管理者の状況がまだ研究されていない。そこ
で，本研究では，三重県におけるカンボジア人技能
実習生の生活実態を明にし，カンボジア人実習生管
理者がどのように実習生を管理するのか検討し，外
国人技能実習生の労働環境や日本語教育，失踪理由
を踏まえ，問題を解決するための提言を行う。
1.3　方法
本論では，主に用いる資料としては，新聞記事，
法務省，JITCO白書，厚生労働省，外国人技能実習
機構，各種外国人技能実習生の失踪問題に関する公
式文書を使用する。研究を行うためには，建設分野
のカンボジア人技能実習生の来日までの過程と来
日後の生活実態を明らかにするために，三重県で
2017年７月16日から23日までカンボジア人技能実
習生の管理者２人の部屋に一週間泊まった。滞在中
にカンボジア人技能実習生の現状を把握するため
に ,2017年７月17日に来日したばかりの実習生５人
を対象に2017年７月18日18時に彼らが日本語を勉
強している間に，実習生監理者２人と一緒に部屋に
入り，来日までの過程についてインタビュー調査を
実施した。次に，カンボジア人技能実習生４人を対
象に来日後の生活実態を明らかにするために，足
場・鳶職の現場に入り込んで観察し，仕事中の写真
やビデオを撮影した。共同生活の部屋で同席してい
る実習生管理者２人と実習生４人と一緒にお菓子を
食べながら，カンボジア語でインタビューを実施
した。実習生たちの精神的状態は良く，元気そう
で，飲み物を買ってくれた。その後，2018年７，８
月にカンボジア人技能実習生の状況を再把握するた
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めに，カンボジア人技能実習生管理者２人に電話し
た。 本研究では，インタビュー調査のデータを踏
まえ，政策提言を実施する。
1.4　本稿構成
　本稿では，第一に，外国人技能実習制度の背景・
経緯とカンボジア人技能実習生の状況を概観する。
第二に，三重県における建設業分野のカンボジア人
技能実習生の生活実態を検討する。第三に，ディス
カッションを実施する。
２．外国人技能実習制度の背景・経緯
表１によると，1981（昭和56）年に出入国管理
及び難民認定法が改正され，1990（平成２）年に
１年間外国人研修生受け入れが開始された。1993
（平成５）年に技能実習制度（１年間）が創設され，
その後1997（平成９）年には技能実習期間は ,２年
間延長された。2006（平成18）年末に約160万人の
外国人を受け入れ ,2010（平成22）年７月１日に出
入国管理及び難民認定法が改正された。2014（平
成26）年５月27日に「技能実習制度の見直しの方向
性に関する検討結果（報告）」が発表され，同年６
月24日に日本再興戦略が示された。2014（平成26）
年11月に「技能実習制度の見直しに関する法務省及
び厚生労働省合同有識者懇談会」を実施し，2015
（平成27）年１月に技能実習の適正な実施及び技能
実習生の保護に関する法律は，2015（平成27）年
３月に通常国会へ提出した。
2015（平成27）年９月３日に衆議院本会議での
趣旨説明及び質疑，同年翌日に衆議院法務委員会で
の提案理由説明の後，2016（平成28）年４月～５
月に再度継続審議を行った。2016（平成28年）10
月25日に衆議院本会議での賛成多数で可決され，同
年10月28日に衆議院本会議で趣旨説明及び質疑が
行われた。2016（平成28）年11月１日に衆議院法
務委員会での提案理由を説明し，2016（平成28）
年11月18日に衆議院本会議での賛成多数で可決し，
2016（平成28）年11月28日に実習法が公布された。
表２によると，旧制度では，①不適正な保証金の
徴収，②管理団体や実習実者の義務・責任が不明，
③ JITCOは法的権限がない，④実習生の保護体制が
不十分，⑤指導監督や連帯性が不十分であった。そ
れに対し，新制度では，①不適正な送り出し機関の
表１　外国人技能実習制度改正に関する年表
年 内容
1981（昭和56）年 出入国管理及び難民認定法の改正
1990（平成２）年 外国人研修生受け入れ開始（１年間）
1993（平成５）年 技能実習制度創設（１年間）
1997（平成９）年 技能実習期間（２年間）
2006（平成18）年末 約160万人の外国人受け入れ
2010（平成22）年７月１日 出入国管理及び難民認定法の改正
2014（平成26）年５月27日 「技能実習制度の見直しの方向性に関する検討結果（報告）」
2014（平成26）年６月24日 日本再興戦略
2014（平成26）年11月 「技能実習制度の見直しに関する法務省及び厚生労働省合同有識者懇談会」
2015（平成27）年１月 技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律　
2015（平成27）年３月 通常国会への提出
2015（平成27）年９月３日 衆議院本会議での趣旨説明及び質疑
2015（平成27）年９月４日 衆議院法務委員会での提案理由説明
2016（平成28）年４月～５月 再度継続審議
2016（平成28年）10月25日 衆議院本会議での賛成多数可決
2016（平成28）年10月28日 衆議院本会議での趣旨説明及び質疑
2016（平成28）年11月１日 衆議院法務委員会での提案理由説明
2016（平成28）年11月18日 衆議院本会議での賛成多数可決
2016（平成28）年11月28日 実習法公布
出典：原田悠希（2017）『時の法令』（p.4-9）
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排除，②許可性と届出制，③新たな外国人技能実習
機構創設，④通報・申告窓口を整備，⑤指導監督・
連携体制を構築すると改正された。表３によると ,
また新制度により外国人技能実習機構の地方事務所
は，札幌事務所，仙台事務所，東京事務所，水戸支
所，長野支所，名古屋事務所，富士支所 ,大阪事務
所，広島事務所，高松事務所，松山支所，福岡事務
所，熊本支所全国13カ所に設置された。2017年11
月１日施行の新制度では，不適正な送り出し機関を
排除するため，2017年９月１日から審査を開始し，
2018年２月１日までに認定送出機関の完全なリス
トを日本側に通報することが決められた。それによ
り外国人技能習機構（2018）によると，「2018年11
月の時点でカンボジアにおける68送り出し機関が
認定された。」
３．カンボジア人技能実習生の状況
表４によると，2017年６月末時点で国籍別技能
実習生数の年次推移では，カンボジア5,704人，ミャ
ンマー5,019人，モンゴル900人，ラオス422人，ス
リランカ328人，ネパール200人，マレーシア89人，
バングラデシュ82人，インド46人，ペルー41人，メ
キシコ20人，ウズベキスタン17人，ブータン17人，
サウジアラビア15人，キルギス13人となっている。
表５によると，カンボジア人技能実習生・研修
生新規入国者の推移では，2014年1,527人，2015年
2,546人，2016年3,130人と増加している。表６に
表２　新たな外国人技能実習制度について
旧制度 新制度
①不適正な保証金の徴収 ①不適正な送り出し機関の排除
②管理団体や実習実者の義務・責任が不明 ②許可性と届出制
③JITCOは法的権限がない ③新たな外国人技能実習機構創設
④実習生の保護体制が不十分 ④通報・申告窓口を整備
⑤指導監督や連帯性が不十分 ⑤指導監督・連携体制を構築
　　　出典：厚生労働省・法務省（2016）「新たな外国人技能実習制度について」（p.4）
表３　外国人技能実習機構の地方事務所
①　札幌事務所 ②　仙台事務所 ③　東京事務所 ④　水戸支所 ⑤　長野支所
⑥　名古屋事務所 ⑦　富士支所 ⑧　大阪事務所 ⑨　広島事務所 ⑩　高松事務所
⑪　松山支所 ⑫　福岡事務所 ⑬　熊本支所
　出典：厚生労働省・法務省（2016）「新たな外国人技能実習制度について」（p.32）
表４ 　国籍別技能実習生数の年次推移（2017年６月
末時点）
国名 人数
カンボジア 5,704
ミャンマー 5,019
モンゴル 900
ラオス 422
スリランカ 328
ネパール 200
マレーシア 89
バングラデシュ 82
インド 46
ペルー 41
メキシコ 20
ウズベキスタン 17
ブータン 17
サウジアラビア 15
キルギス 13
出典 ：厚生労働生（2018）「外国人技能実習制度の
現状、課題等について」（p.３）
表５　カンボジア人技能実習生・研修生新規入国者の推移
2014年 2015年 2016年
1,527人 2,546人 3,130人
出典 ：国際研修協力機構（JITCO）（2017）『外国人技
能実習・研修事業実施状況報告書』（白書，33p.）
表６　カンボジア人技能実習生（１号）・研修生の推移
2013年 2014年 2015年 2016年
347人 998人 1,853人 1,640人
出典 ：国際研修協力機構（JITCO）（2017） 『外国人技
能実習・研修事業実施状況報告書』（白書, p.33）
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よれば，カンボジア人技能実習生（１号）・研修生
の推移では，2013年347人，2014年998人，2015年
1,853人，2016年1,640人となっており，表７によ
ると，カンボジア人技能実習２号移行申請者では，
2013年167人，2014年492人，2015年1,551人，2016
年2,260人，2017年４月から10月まで1,032人となっ
ている。
表８と９によると，カンボジア人技能実習生の職
種分野別技能実習生２号移行申請者の状況は，農業
665人，漁業０人，建設業351人，食料品製造337人，
繊維・衣服701人 ,機械・金属50人，その他180人で
ある。
表10によると，カンボジア人技能実習生の災害発
生状況は，2014，2015年合計で労働災害16人，通
勤災害３人となっている。表11によると，技能実習
生不法残留者の推移では，2011年３人，2012年641
人，2013年1,614人，2014年2,830人，2015年4,679
人，2016年5,904人にのぼった。表12によると，技
能実習生（２号）の行方不明者の推移では，2000年
862人，2001年674人，2002年1,366人，2003年1,539
人，2004年1,216人，2005年1,524人，2006年1,665
人，2007年2,138人，2008年1,627人，2009年954人，
2010年1,052人，2011年1,115人，2012年1,532人，
2013年2,822人，2014年3,139人，2015年3,110人，
2016年3,222人にのぼった。表13によると，カンボ
ジア人技能実習生の失踪者の推移では，2011年１
人，2012年２人，2013年６人，2014年９人，2015
表７　カンボジア人技能実習２号移行申請者
2013年度 167人
2014年度 492人
2015年度 1,551人
2016年度 2,260人
2017年度
（４～10月） 1032人
出典 ：国際研修協力機構（JITCO）（2017） 『外国人技
能実習・研修事業実施状況報告書』（白書, p.35）
表８　カンボジア人技能実習生の職種分野別技能実
習生２号移行申請者の状況（2016年度）
 （単位：人）
都道府県 農業 漁業 建設業 食料品製造
北海道 21 0 0 27
青森県 0 0 0 10
岩手県 0 0 3 5
宮城県 0 0 12 3
福島県 0 0 0 6
茨城県 151 0 3 17
栃木県 9 0 12 11
群馬県 12 0 6 0
埼玉県 15 0 8 10
千葉県 19 0 6 27
東京都 1 0 8 3
神奈川県 0 0 13 27
新潟県 0 0 0 7
石川県 0 0 6 0
福井県 0 0 11 3
長野県 19 0 0 0
岐阜県 0 0 47 6
静岡県 3 0 0 0
愛知県 59 0 54 47
三重県 4 0 21 4
滋賀県 0 0 5 0
京都府 4 0 16 1
大阪府 5 0 12 0
兵庫県 3 0 29 11
和歌山県 0 0 2 3
鳥取県 0 0 5 0
島根県 2 0 8 13
岡山県 1 0 13 0
広島県 8 0 12 12
山口県 0 0 2 3
徳島県 3 0 3 0
香川県 67 0 17 4
愛媛県 0 0 4 33
高知県 15 0 0 6
福岡県 28 0 13 13
佐賀県 6 0 0 0
長崎県 65 0 0 0
熊本県 70 0 0 0
大分県 33 0 0 5
宮城県 0 0 0 8
鹿児島県 25 0 0 12
沖縄県 7 0 0 0
合計 655 0 351 337
出典 ：国際研修協力機構（JITCO）（2017）『外国人技能
実習・研修事業実施状況報告書』（白書，p.67-81）
表９　職業分野別技能実習２号移行申請者の状況（2016年度）
農業 漁業 建設 食料品製造 繊維・衣服 機械・金属 その他
665人 0人 351人 337人 701人 50人 180人
出典：国際研修協力機構（JITCO） （2017） 『外国人技能実習・研修事業実施状況報告書』（白書,p.59）
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年58人，2016年284人，2017年656人となっている。
４．結果
Ａ：農家に生まれ，高校卒業後2013年８月から2014
年７月までカンボジアのプノンペン市でバイク
整備士として働き，月収は，１万千円であった。
2014年10月から2016年までカンボジアのカンダー
ル州で縫製工場に勤め，月収は，１万４千円で
あった。未婚であり，性格は，おとなしく，趣味
は，エクササイズをすることである。３年間10人
による共同生活の経験があり，３年間の預金の目
標金額は，250から300万円である。帰国後調味料
販売の店を開く予定である。
Ｂ：農家に生まれ，中学校卒業後2005年から2008年
２月までゴムの木運搬会社に勤め，月収は,小遣
い程度である。2008年２月から2010年９月まで車
の塗装をし，月収は，７千円であり，2010年10月
から2013年６月まで建設の左官として勤め，月収
は，６万円であった。知人の紹介で日本へ来るこ
とを選んだ。Bさんは，離婚し，性格は，おとな
しく,趣味は，サッカー・バレーをすることであ
る。２年間５人による共同生活の経験があり，３
年間の預金の目標金額は150万円である。帰国後
建設会社に勤める予定である。
Ｃ：コンポントム州に生まれ，父は公務員（村長の
秘書）であり，母は飲料販売店のオーナーである。
高校卒業後2015年８月から2017年１月まで調味
料・飲料など販売し，月収は，小遣い程度であっ
た。訓練生の紹介で日本へ来ることを選んだ。C
さんは，未婚で，性格は，我慢強く，冗談が好き
である。趣味は,音楽を聴いたり，サッカー・バ
表13　カンボジア人技能実習生の失踪者の推移
2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年
１人 ２人 ６人 ９人 58人 284人 656人
　　出典 ：法務省（2018）「技能実習制度の現状 （不正行為・失踪）」（p.10）
　　　　　国際研修協力機構（JITCO）（2016）「技能実習生の行方不明者発生防止対策について」（p.4）
表10　カンボジア人技能実習生の災害発生状況
（2014，2015年度）
2014年 2015年
労働災害 ２人 14人
通勤災害 １人 ２人
出典 ：国際研修協力機構（JITCO）（2016，2017）『外
国人技能実習・研修事業実施状況報告書』（白
書, p.84,87）
表11　技能実習生不法残留者の推移
技能実習不法残留者
2011年 ３人
2012年 641人
2013年 1,614人
2014年 2,830人
2015年 4,679人
2016年 5,904人
出典 ：国際研修協力機構（JITCO）（2016）「技能実
習生の行方不明者発生防止対策について」（p.３）
表12　技能実習生（２号）の行方不明者の推移
技能実習生行方不明者
2000年度 862人
2001年度 674人
2002年度 1,366人
2003年度 1,539人
2004年度 1,216人
2005年度 1,524人
2006年度 1,665人
2007年度 2,138人
2008年度 1,627人
2009年度 954人
2010年度 1,052人
2011年度 1,115人
2012年度 1,532人
2013年度 2,822人
2014年度 3,139人
2015年度 3,110人
2016年度 3,222人
出典：外国人労働者新聞HP「技能実習生人数の推移
からみる技能実習２号行方不明者について」，国
際研修協力機構HP（JITCO）（2018）「失踪者数 
2014～2016」
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レーボールしたりすることである。共同生活の経
験はなく，３年間の預金目標金額は，200から300
万円である。帰国後母のドリンクショップを拡大
する予定である。
Ｄ：農家に生まれ，2009年５月から2012年７月まで
農業で稲を栽培していたが，月収はなくなった。
2012年８月から2016年４月までタイで建設塗装会
社に勤め，日給は，１千円であった。訓練生の紹
介で日本へ来ることを選んだ。Dさんは，未婚で,
性格はおとなしく，趣味は読書とバレーボールで
ある。４年間の共同生活の経験があり，３年間の
預金目標金額は，200から300万円である。帰国後
家具の店を開く予定である。
Ｅ：農家に生まれ，2007年から2016年６月まで農業
に従業し，月収は，小遣い程度であった。訓練生
の紹介で日本へ来ることを選んだ。Eさんは，未
婚で，性格はおとなしく，冗談が好きであり，３
年間の預金目標金額は，150から200万円である。
帰国後ガソリンスタンドを経営する予定である。
ＦとＧ：月曜日から土曜日まで週６日間勤務で，朝
５時に起床し，６時に建設現場へ出発し，７時30
分に到着後、８時から鉄筋組立作業が始まる。休
憩時間は10時～10時30分，12時～13時である。17
時終業後，本部へ戻り，18時30分持ち場後片付け
が始まる。19時にシャワーを浴びてから，料理を
作る。20時に食事し，22時に寝る。カンボジアの
送り出し機関では，来日前に日本語に関する専門
用語は，教えず，来日後管理団体の組合で１ヶ月
日本語と日本の文化を勉強するだけである。その
ため建設分野に関する専門用語が理解できず，現
場でコミュニケーションが取れなく，仕事がうま
く行かないといった問題がある。毎月家賃２万
円，光熱費５千円，保険１万３千円を払っている。
毎月の借金返済は，１回目３万円，２回目４万円，
３回目７万円，４回目21万円となる。昼食は無料
である。
ＨとＩ：月曜日から土曜日まで働き，休日は週１日
である。朝７時に起床し，７時40分に本部を掃除
し，８時に床材と下さんを運ぶ作業が始まる。休
憩時間は，10時～10時30分，12時～13時である。
17時終業後，建設現場から戻る先輩を待ち，18時
30分に持ち場後片付けが始まる。19時にシャワー
を浴びてから，料理を作る。20時に食事し，22時
に寝る。鳶作業では，１日に約100枚の床材を運
んだり，建設現場で１件３時間程度の鉄筋組立て
作業をしたりしている。Ｂ社では，カンボジア人
４人，ベトナム人２人，中国人２人が働いている。
仕事が大変なため，カンボジア人２人と中国人１
人が失踪した。中国人のＢさんは，来日以前に収
入は，20万円以上と聞いていたが，実際には，そ
れを下回ったため，技能実習移行２号を申請せ
ず，帰国することを決意した。
Ｊ：A送り出し機関は研修生60人が在籍し，月に研
修生２～５人が来日し，受け入れ先は，三重県，
兵庫県，愛知県である。Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅは，
2016年12月12日に入校し，保証料30万円，毎月寮
インタビュー対象者
国籍 性別 年齢 資格 調査時期
A カンボジア 男性 21 実習生１号 2017年７月
B カンボジア 男性 27 実習生１号 2017年７月
C カンボジア 男性 20 実習生１号 2017年７月
D カンボジア 男性 21 実習生１号 2017年７月
E カンボジア 男性 19 実習生１号 2017年７月
F カンボジア 男性 20代 実習生２号 2017年７月
G カンボジア 男性 20代 実習生２号 2017年７月
H カンボジア 男性 20代 実習生２号 2017年７月
I カンボジア 男性 20代 実習生２号 2017年７月
J カンボジア 男性 30代 実習生管理者 2017年７月
K カンボジア 男性 30代 実習生管理者 2017年７月2018年８月
L カンボジア 男性 33 実習生管理者 2018年７月
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費と生活費５千円を支払っている。彼らは，６ヶ
月間カンボジア人と日本人の日本語教師から朝
８時から夜の20時まで『みんなの日本語』の教材
を用いて学習するが，職業の専門用語の学習がな
かった。受け入れ企業と監理組合は，採用面接の
際に，失踪防止のため，保証人３人が必要で，仕
事内容の説明はなかった。実習生の来日の目的は
蓄財が主であるため，日本で働く気持ちが強く，
職種を考えていない。その上，送り出し機関と受
け入れ企業も実習生にきちんと仕事内容を説明し
ないため，実習生は，日本の労働条件を理解しな
いまま来日した。来日までの期間は，約１年かか
る。2017年７月17日に来日のカンボジア人技能実
習生５人は，１ヶ月間外出と飲酒が禁止され，買
い物したい時には，監理者が連れて行く。
Ｋ：カンボジア人技能実習生は，来日後管理組合か
ら４万５千円の生活費支援を受け，１ヶ月間日本
語と日本の文化を勉強し，その後，受け入れ企業
で仕事を始めた。実習生の時給は，760円である
が，実習生の仕事のモチベーションを低下させな
いように，労働時間をきちんと説明しない。例を
挙げると，実習生が労働制限時間を超え，企業の
主が実習生を休ませた。その際に実習生は，自分
が何か仕事のミスを起こすと心配し，管理者に聞
いたが，制限時間を説明しなかった。つまり，彼
らは借金返済のため，さらに労働時間を増やすこ
とを望んでいるので，労働制限時間を知ると，仕
事のモチベーションが低下するからである。実習
生の仕事のモチベーションを維持するためには，
来日したばかりの実習生が仕事に慣れてから，労
働制限時間を説明するのが重要である。管理団体
の組合は，実習生のストレスを発散させるため
に，海などよく散歩するように，アドバイスをし
ている。 カンボジア人技能実習生たちは，週末
よく海へカニ釣りに行っている。カンボジア人技
能実習生管理者は，管理団体では，カンボジア人
技能実習生の採用を拡大しているが，来日の実習
生が真面目ではなく，受け入れ先が頻繁に苦情し
ているため，カンボジア語で仕事のルールとマ
ナーを書き，実習生に配布する。苦情処理のため
に，今後仕事熱心の実習生を選抜する。もう一つ
は，失踪の問題である。2018年にカンボジアのフ
ンセン首相は，日本で開催される日本とメコンの
サミットに出席し，その際に，1000人くらいの実
習生が反カンボジア政府デモに参加した。彼ら
は，ブローカーや失踪者の仲間の勧誘でカンボジ
ア技能実習生２人が失踪した。失踪した技能実習
生は，入国管理局で難民を申請する。
Ｌ：失踪の背景としては，来日のための借金，低賃
金，詐欺，ブローカーの勧誘，残留，貯金などで
ある。ブローカーの紹介料は，15万円から25万円
までである。ブローカーは，レンタカーで５人
から10人までの失踪者を不正な受入先へ連れてい
く。失踪したカンボジア人技能実習生の多くは，
群馬県の太田で働いている。なぜ失踪するかとい
うと，１万３千円の保険を払わないのである。も
う一つは，実習生の来日までの期間は，約１年か
かり，受け入れ先は，労働力不足のため，失踪し
た実習生を雇用するしかない。実習生は，送り出
し機関を通し，来日までの手続きが複雑なので，
観光の目的で来日後，失踪することもある。
５．ディスカッション
三重県におけるカンボジア人技能実習生の来日ま
での過程をみえると，実習生の来日の目的は，蓄財
が主であるため，日本で働く気持ちが強く，職種を
考えていない。その上，送り出し機関と受け入れ企
業も実習生にきちんと仕事内容を説明しないため，
実習生は，日本の労働条件を理解しないまま来日し
た。斎藤（2018:15-16）によれば，「技能実習生と（就
労目的）留学生が来日するまでに直面する問題の多
くは共通している。第一に，来日を決断する際に依
拠する情報の不正確さ・不十分さである。来日後の
技能実習生やアルバイトを通じて得られる収入につ
いて，実際より大きな金額が，ブローカーや送り出
し機関，日本側求人担当者によって示される場合が
多い。技能実習生については ,「失踪防止」の観点
から，実習生先の所在地や企業の概要を来日直前ま
で明示しない送り出し機関さえある。」
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受け入れ企業と監理組合は，カンボジア人技能実
習生採用面接の際に，失踪防止のため，保証人３人
が必要である。斎藤（2018:15-16）によれば，「長
く批判されてきた「失踪」防止用の保証金は，近年
見られなくなっているが，かわって高額の違約金が
設定され，高校の卒業証書や土地の権利を送り出し
機関が預かるケースが普遍化している。」
実習生の来日までの期間は，約１年かかり，受け
入れ先は，労働力不足のため，失踪した実習生を雇
用するしかない。実習生は，送り出し機関を通し，
来日までの手続きが複雑なので，観光の目的で来日
後，失踪することもある。日本で働きたい人は，観
光の目的で来日後失踪し，実習先で不法就労にな
る。 斎藤（2018:15-16）によれば ,「「失踪」・「不法
滞在」の状態の者は，アパートなどを借りることが
困難であり，また，警察や入管に捕まること（すな
わち，退去強制などにより借金の返済ができなくな
ること）を極度に恐れることから，合法的な在留者
とは基本的に連絡を絶つため，いずれかの不法在留
者が辛うじて確保した住居で共同生活を行うことに
なりやすく，組織的な万引きなどの勧誘を受けやす
い。」
2018年にカンボジア人技能実習生は，東京での反
政府デモ参加でブローカーや失踪者の勧誘でカンボ
ジア人技能実習生２人が失踪した。ブローカーの勧
誘も失踪が起こりやすいと思われる。実習生が失踪
後，ブローカーが実習生を入国管理局へ難民申請に
連れて行っている。法務省（2018）によれば，「2017
年のカンボジア人難民申請者は，772人である。」日
本放送局（2018）によれば，「難民申請すると，通
常，審査結果が出るまで時間がかかる。日本の制度
では，結果を待つ間，生活のために働くことが認め
られている。仮に，難民と認定されなくても「審査
請求」という手続きを行えば，平均で２年半ほど働
き続けることができる。」
カンボジア人技能実習生は，政治亡命の理由を付
け，難民申請のパータンを利用するのが少なくない
のである。入国管理局は，政治亡命の理由による難
民申請を不受理にすると，職場から失踪する人が減
るだろう。
斎藤（2018:15-16）によれば，「外国人技能実習
生については，特に，外国人技能実習生がこれ以上
不本意な「失踪」・「不法滞在」・「不法就労」の状態
に陥ることを予防する上で極めて重要な職責を担っ
ている。すなわち，母語での相談，職場への立ち入
り検査，そして，一時避難のためのシェルターおよ
び新しい実習先企業の確保である。母国語での相談
と立ち入り検査は，失踪の原因となる賃金不払いや
ハラスメントなどの問題状況の早期解決につながる
し，それが成功しなかった場合でも，シェルターと
新しい実習先が確保されていれば，もはや「失踪」
の必要はなくなるからである。換言すれば，「失踪」
や「不法就労」の状態に陥った外国人技能実習生
は，多くの場合，行政の怠慢による被害者に他なら
ない。外国人技能実習生機構の今後の活躍に期待し
たい。」
労働環境を改善するためには，技能実習生管理者
の役割が非常に重要であろう。実習生管理者は，実
習生のケアや受け入れ企業を安心させることの両立
は，非常に難しいと考えられる。
伊藤（2018:24）によれば，「第１号技能実習生が
第２号技能実習生に移行できる条件は，入国後１年
以内にN3に受かる必要があるが，この条件が厳し
いとする送り出し国と人材確保を進めたい日本政府
双方の意向により，介護に特化した新たな試験が
2018年内にも作られるという。」カンボジア人技能
実習生は，６ヶ月間カンボジア人と日本人の日本語
教師から朝８時から夜の20時まで『みんなの日本
語』の教材を用いて学習するが，職業の専門用語
の学習がなかった。カンボジアの送り出し機関で
は，来日前に日本語に関する専門用語は，教えず ,
来日後管理団体の組合で１ヶ月日本語と日本の文化
を勉強するだけである。そのため建設分野に関する
専門用語が理解できず，現場でコミュニケーション
が取れなく，仕事がうまく行かないといった問題が
ある。実習生は，日本語の不自由で職場のコミュニ
ケーションの壁を超えるために，来日前に日本語に
関する専門用語を教える必要がある。
以上の労働環境の改善や日本語教育の充実，失踪
予防のために，本研究の政策提言は以下３つであ
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る。①来日前に仕事内容を説明すること，②日本語
に関する専門用語を教えること，③観光の目的で来
日後失踪者が多い国を厳格化し，政治亡命の理由に
よる難民申請を見送り，難民申請の目的で不法就労
防止を呼びかけることである。
６．おわりに
カンボジア人技能実習生９人と実習生管理者３人
のインタビューから，来日前に送り出し機関と受け
入れ企業は，日本語に関する専門用語を教えなく，
労働時間制限の説明がなかったことや，日本で働き
たい人は，観光の目的で来日しその後失踪，政治亡
命の理由で難民申請したものの，ブローカーや失踪
者の勧誘でカンボジア技能実習生４人が失踪したこ
とがわかった。
労働環境の改善や日本語教育の充実，失踪予防の
ため，本研究の３つの政策提言は，①来日前に仕事
内容を説明すること，②日本語に関する専門用語を
教えること，③観光の目的で来日後失踪者が多い国
を厳格化し，政治亡命の理由による難民申請を見送
り，難民申請の目的で不法就労防止を呼びかけるこ
とである。
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